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が離脱に投票した理由として、EU の法と移民が、同率（37％）で第 1 位となっている。
それらに次ぐものとして、EU への拠出金という財政コストが離脱に投票した決め手
（19％）として挙げられている（ADDE）。また、今回の結果をもたらした理由として、他
のヨーロッパ諸国の人々は、EU 加盟の財政コストを第 3 位にしているのである
（ADDE）。以上のことから、拠出金に注目する必要性はあると考えられる。






初に、キャメロンが EU に対して行った 4 つの要求と、その要求の意図を見ていく。次に
EU 側に立ち、要求に対する譲歩とその意図を述べる。








2015 年 12 月に European Union Referendum Act 2015（2015 年欧州連合国民投票法）が制








① 1975 年　EC（欧州共同体）加盟継続是非を問う国民投票   
Referendum Act 1975（1975 年国民投票法）に基づいて実施 
② 2011 年　優先順位付き連記投票制の採用是非を問う国民投票  
Parliamentary Voting System and Constituencies Act 2011（2011 年議会選挙制度及
び選挙区法）に基づいて実施 
③ 2016 年　EU 離脱是非を問う国民投票  
European Union Referendum Act 2015 に基づいて実施














第 1 に、反 EU の国民世論が高まっていたことが挙げられる。例えば、2004 年に EU
加盟を果たしたポーランド等の東欧諸国などからの移民が急増したことで、「職を失って
しまうのではないか」「治安が悪化するのではないか」といったイギリス国民の不安が増







う YouGov の世論調査に対して、離脱支持が残留支持を上回っていた（図 1。しかし 2014
年以降、残留支持が上回るなど変動も見られる）。
第 2 に、こうした反 EU という国民世論の受け皿となった UKIP（UK Independence 
Party：イギリス独立党）の勢力拡大が挙げられる（梅津, 2016, 49─51）。UKIP はナイジェ
ル・ファラージを党首とし 1993 年に結党された極右政党で、結党当初こそ泡沫政党と考
えられていたが、急速に国民からの支持が拡大していた。UKIP は公約として EU からの
即時離脱、移民規制の強化などを掲げている。これらの公約は保守党の主張と重なる部分
もあるため、保守党支持層を切り崩す勢いも見せ、2009 年に実施された欧州議会選挙で
はイギリスに配分された 72 議席のうち 13 議席（得票率は約 17％）を、2014 年の欧州議
会選挙では 73 議席中 24 議席（得票率は 27.5％、イギリス国内で首位）を獲得、さらに
2013 年のイギリス地方選挙では改選があった 34 の州議会で合計 147 議席（改選前は合計






EU 残留を唱えるキャメロンに対して EU からの即時離脱を要求し、受け入れられなけれ
ば「キャメロン降ろし」も辞さないという姿勢を見せるなど、党内の結束が弱まっていた
（『読売新聞』2013.1.24 朝刊）。実際、2011 年に EU 加盟継続の是非を問う国民投票を実施すべ
きかについて下院で採決が行われた際に、「実施反対」に投票するよう最も強い党議拘束
をかけた（梅津, 2016, 52）にもかかわらず、保守党から約 80 人が造反して賛成票を投じる
（結果は反対多数）（BBC News, 2011.10.25）など、強硬な欧州懐疑派議員を中心に国民投票の
実施を迫る声が高まっていたのである。



















第 2 節　イギリス経済と EU 離脱国民投票
第 1 項　国民投票実施宣言時の経済状況 

































ある13）。また、離脱した場合、韓国との FTA などといった EU が締結している通商協定
を活かせなくなるのである。そして、イギリスが新たに貿易交渉をする場合、長期間に及
ぶことが指摘されていた14）。さらに、雇用へのデメリットも挙げられた。すなわち、英国












第 3項　拠出金と rebate 制
EU 予算の収入は、関税・砂糖課徴金、付加価値税（VAT）、加盟国による拠出金、そ




である。この制度は、1984 年以来、超過で支払っている拠出金16）のうち、3 分の 2 を払い
















第 3 節　キャメロンと EU との交渉
第 1 項　EU 離脱を避けるために行った 4 要求 
キャメロンが国民投票を行った背景には、第 1 節で述べたように、1990 年代以降保守
党内で EU に対する不満が強く見られるようになっていたことがある。保守党の欧州懐疑
派の圧力を受けて、2013 年 1 月にキャメロンは、保守党が 2015 年の選挙で勝利した場
合、2017 年までに国民投票を行うことを宣言した。その内容は「私たちは、最初の議会
でイギリスの EU 加盟を存続するかどうかについての国民投票を 2017 年末までに行うた
めの立法措置を行う。EU 内のイギリスに関する新しい合意を目指して交渉を行い、イギ
リス国民にこのような合意に基づいて EU を離脱するか残留するかを問う。」というもの




（Prime Minister Cameron’s speech, 2013）。 
















第 2 項　EU の改革 
イギリスが求めた 4 つの要求は、他の EU 加盟諸国から強い抵抗や反発が見られたが、
イギリスはドイツに次ぐ第 2 の経済規模を持つため、イギリスが離脱すると EU や世界経
済全体への影響が、余りにも大きいことが懸念された（細谷, 2016, 178）。第 2 節で述べたよ
うに、イギリスの EU 予算への拠出額はドイツに次ぐものであり、2016 年分が関税等を
含めて 194 億ユーロである。イギリスが離脱した穴を EU の最大加盟国であるドイツが負
担した場合、ドイツの IFO 経済研究所による試算ではその負担額は 25 億ユーロ程度とな
る。 
貿易に関しては、EU 加盟国ではイギリスとの貿易で約 1000 億ユーロの黒字となって
いる。だが、EU からイギリスが離脱すると関税がかかるため、イギリスの需要が低下す
る恐れがある。それによって、EU 加盟国域内 GDP が 0.26％押し下げられる可能性があ
る（『朝日新聞』2016.6.23 夕刊）。また、イギリス財務省の試算によると、イギリス国内でも
離脱した場合、輸出や海外からの投資の落ち込みで、2030 年のイギリス国内 GDP は
6.2％ほど縮小するとされている。イギリスから EU への輸出は全体の 44％を占めている
ため、その影響は大きくなることが予想されているのである。 
2016 年 2 月 2 日に EU のトゥスク大統領が出した改革案は、この要求の全てを網羅す
るものであった。その内容は、以下のようになっている。1 つ目に、欧州理事会が加盟国
に一定以上の移民流入圧力がかかっていると認めた場合、その加盟国は最大 4 年間、新た
な EU 域内移民に対する社会保障給付を制限できるものであった。2 つ目は、EU 域内に
おける競争力を伸ばすための決議である。3 つ目に、ユーロが EU の唯一の通貨ではない
ことを法的に認めること。最後に主権に関するものとして、加盟国議会の 55％の賛成に
より、EU の法律を改変させることができるというものであった（『朝日新聞』2016.2.20 朝刊）。



























か。第 1 節では、国民投票を宣言したキャメロンの意図としては、反 EU 派の不満を無視
できなくなったからであるとしている。この理由として、具体的には①反 EU の国民世論















達成するためにデマゴギーを用いるのである（トドロフ, 2016, 174）。その例として、第 2 節
で述べられている EU への拠出金を挙げることができる。離脱派によるキャンペーンで






























が高い 10 地域と、最もその割合が低い 10 地域を明らかにした調査結果がある（Dairy 
Mirror, 2011）。これらの地域の投票結果を見てみると、前者 10 地域はその全てが離脱支持





















本論文では、EU 離脱国民投票について 4 つの観点から考察した。第 1 節で論じたよう
に、議会主権の国イギリスで、国民投票を行う意味は何であったのか。第 2 節で論じたよ
うに、経済的に見ても、イギリスが EU を離脱した場合のリスクは高く、離脱という選択






  1） 本論文における肩書きはとくに断らない限り当時のもの。
  2） フランスやスイス、イタリアなど国民投票制度を有する多くの国々では、制度について憲法の条文
で規定している。しかし、国民投票一般の手続の規定については各国で違いが見られる（福井, 
2007）。
  3） 2000 年に Political Parties, Elections and Referendums Act 2000（2000 年政党、選挙及び国民投票
法）が制定され、国民投票の定義や運動規制などについては規定している。
  4） 2014 年のスコットランド独立是非を問う国民投票など地域レベルでの国民（住民）投票は過去に
少なくとも 9 件実施されている。
  5） フランスでは過去に 20 件以上（第五共和制成立以後では 9 件）、イタリアでは現行憲法下で 70 件
（2016 年 12 月には憲法改正是非を問う国民投票が実施された）、スイスでは 1848 年の連邦成立以来




  6） フランス、スイスなどはすべての事案について拘束的国民投票である。イタリアやスウェーデンな
どでは憲法（・法律）に関する国民投票は拘束的国民投票、重要政策に関する国民投票は諮問的国民
投票である（山岡, 2013, 18）。
  7） 2016 年 11 月。政府が上訴したため最高裁での審理が行われ、2017 年 1 月に EU 離脱手続きの開始
には議会の承認が必要との判断が下された。
  8） 導入された場合のイギリスの負担は、62％にも及ぶとのことである。試算によっては、71％との見
積もりもある（鈴木, 2012, 45）。
  9） 金融派生商品あるいは金融派生証券のこと。
 10） ユーロ圏ワイドの金融取引税に関しては、オランダ、ルクセンブルク、アイルランドなども反対し
ている。（鈴木, 2012, 48）。
 11） 国立国会図書館調査及び立法考査局, 2016 を参照。
 12） 前掲 11 を参照。EU 内で、イギリスのプレゼンスは大きく、人口は、独仏に次ぐ 3 位で、名目
GDP は、独に次ぐ 2 位である。
 13） EU の単一市場内では関税がかからず、イギリスはその恩恵を受けている。
 14） イギリス単独で、通商交渉を行う場合、現状と同等の権利を確保することが難しいことも指摘され
ている（細谷, 2016）。
 15） 前掲 11 を参照。また、イギリス経済の悪化が、他の欧州各国や日本、アメリカ、新興国の GDP
に悪影響を及ぼす可能性が指摘された。
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